
第19回定時株主総会招集ご通知に際しての
イ ン タ ー ネ ッ ト 開 示 事 項

業務の適正を確保するための
体制及びその運用状況の概要
連結計算書類の連結注記表
計 算 書 類 の 個 別 注 記 表

（2019年10月１日から2020年９月30日まで）

法令及び当社定款第13条の規定に基づき、上記の事項につきましては、
イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト （ ア ド レ ス
https://www.fixstars.com/）に掲載することにより株主の皆様に提供
しております。



業務の適正を確保するための体制及びその運用状況の概要
１．業務の適正を確保するための体制
　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他会社の
業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりであります。

①　取締役・従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制
　当社は企業が継続、発展していくためには、全ての取締役・従業員が法令遵守の精神の
もと、公正で高い倫理観を持って行動することが必要不可欠であると認識しており、企業
倫理規程を定めるとともに、コンプライアンスに関する継続的な教育・普及活動を行いま
す。
1)　取締役は、社会の一員として企業倫理・社会規範に即した行動を行い、健全な企業経

営に努めます。
2)　取締役は、取締役会の適切な意思決定に基づき、各々委嘱された業務を執行するとと

もに、業務の執行状況の報告は適時適切に、会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事
実を発見した場合は遅滞なく取締役会及び監査役会に報告します。

3)　取締役会は、取締役会規程、業務分掌規程、組織規程等の職務の執行に関する規程を
制定し、取締役・従業員は定められた規程に従い、業務を執行します。

4)　定期的に実施する内部監査では、法令、定款及び社内規程に準拠し業務が適正に行わ
れているかについて、全社のコンプライアンス体制及びコンプライアンス上の問題点
の有無について監査するとともに、その結果を定期的に取締役会に報告する体制を構
築します。

5)　法令等違反行為の自主的な申告を促す制度として、通常の報告系統とは独立した情報
収集ルートとして「内部通報制度」を定め、当社のコンプライアンス規程にその運用
方法を規定します。

6)　コンプライアンス担当取締役を任命し、当社のコンプライアンス問題に取組み、定期
的にその状況を取締役会に報告します。また、必要に応じてコンプライアンス委員会
を招集します。
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②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
1)　取締役の職務の執行に係る取締役会議事録その他重要な会議の議事録、契約書、稟議

書等の情報については、「文書管理規程」等の規程に基づき、文書又は電磁的記録文
書として記録し安全かつ適正に保管及び管理します。

2)　社内情報管理規程を制定し、情報管理責任者を任命し、情報資産の保護・管理を行い
ます。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は事業活動上の重大な危険、損害の恐れ（リスク）については、「リスクマネジメ
ント規程」に基づく対応によって、リスクの発生に関する未然防止や、リスクが発生した
際は取締役社長指揮下のリスク管理委員会において、迅速かつ的確な対応を行うととも
に、損失・被害等を最小限にとどめる体制を整えます。
　また、外部機関を活用した与信管理や、顧問法律事務所から、重要な法律問題につき適
時アドバイスを受けることにより、法的リスクの軽減に努めます。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　当社は、定例の取締役会を毎月１回開催し、取締役会規程により定められた事項及び職
務権限一覧表に該当する事項は、全て取締役会に付議することを遵守して、重要事項の決
定を行います。また、取締役会では定期的に各取締役から職務執行状況の報告を受け、職
務執行の妥当性及び効率性の監督等を行います。
　日常の職務執行については、迅速で効率性の高い企業経営を実現するために、執行役員
制度を導入し、業務分掌規程及び組織規程等の規程に基づき権限の委譲を行い、権限と責
任を明確化して迅速な職務の執行を確保するとともに、必要に応じて規程の見直しを行
い、取締役の職務の執行が適正かつ効率的に行われる体制を構築します。

－ 2 －



⑤　会社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するた
めの体制

　関係会社管理規程を制定し、当社及び子会社は、各社の事業戦略を共有し、グループ一
丸となった経営を行います。
イ　子会社の取締役、執行役、業務を執行する社員等の職務の執行に係る事項の親会社に

対する報告に関する体制
　　　関係会社管理規程に基づき、当社に対して適時適切な報告を求めるとともに、必要

に応じて承認及び助言を行います。
ロ　子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　　　子会社におけるリスク管理状況について、当社に対して報告を求めるとともに、リ

スクの発生に関する未然防止や、リスクが発生した際は、損失・被害等を最小限にと
どめる体制を整えます。

ハ　子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　　　適切なグループ経営体制の構築のため、関係会社管理規程に基づき主管部門を定

め、必要に応じ子会社に対し、役職員の派遣を行います。
ニ　子会社の取締役等及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保する

ための体制
　　　子会社における法令遵守及び内部統制の整備・運用状況について、報告を求めると

ともに、体制整備のために必要な支援及び助言を行います。

⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における当該従業員に
関する事項

　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合、取締役会は監査役と協
議の上、必要に応じて監査役の職務を補助すべき従業員を配置します。

⑦　前号の従業員の取締役からの独立性に関する事項
　監査役の求めにより監査役補助者として従業員を配置した場合の当該従業員の補助す
べき期間中における指揮命令権は監査役に委譲されたものとし、取締役の指揮命令は受け
ないものとします。また、当該期間中における人事異動、人事評価、懲戒処分等について
は、当該従業員の独立性を確保するため、監査役の事前の同意を得ます。
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⑧　イ　取締役及び従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関す
る体制

1)　監査役が取締役会の他、必要に応じて重要会議に出席するとともに、稟議書その
他業務執行に関する重要な文書を閲覧し、取締役又は従業員にその説明を求める
ことができる体制を整備します。

2)　取締役は、取締役会において担当する業務執行に関して重大な法令・定款違反及
び不正行為の事実又は会社に著しい損害を及ぼす恐れのある事実を知ったとき
には、速やかに監査役に報告します。

　ロ　子会社の取締役、監査役及び従業員又はこれらの者から報告を受けた者が監査役に
報告するための体制その他の監査役への報告に関する体制

1)　監査役が子会社の取締役等から定期的な当社取締役会への活動報告を聴取する
他、必要に応じて説明を求めることができる体制を整備します。

2)　監査役が当社の子会社等管理責任者等から必要に応じて、子会社業務に関わる契
約書その他重要な文書を閲覧し、説明を求めることができる体制を整備します。

⑨　前号イ、ロの報告をしたものが報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないこ
とを確保するための体制

　当社及び子会社の取締役及び従業員が、監査役への報告又は内部通報窓口への通報によ
り、不当な処分や評価を受けないことを、社内規程に明示的に定めます。

⑩　監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務の執
行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

1)　監査役がその職務の執行について生ずる費用の前払又は支出した費用等の償還、負担
した債務の弁済を請求したときは、当該請求に係る費用等が当該監査役の職務の執行
に必要でないことを証明できる場合を除き、これに応じます。

2)　当社は、監査役の職務の執行について生ずる費用に対し、毎年、一定額の予算を設け
ます。

⑪　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
1)　監査役が、代表取締役等と定期的な会合を持ち、会社が対処すべき課題、会社を取り

巻くリスク、監査役監査の環境整備の状況、監査上の重要課題等について意見交換を
行う体制を整備します。

2)　監査役が、会計監査人、内部監査人及び社外取締役と連携を図り、監査の効率性及び
実効性を確保できる体制を整備します。
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２．業務の適正性を確保するための体制の運用状況
　内部統制システムの運用状況については、四半期ごとに取締役会で運用状況の報告をし、
取締役会で整備・運用の適正性についての確認をしております。
　当事業年度における、運用状況の概要は以下のとおりであります。

①　コンプライアンス体制の構築について
　役員及び従業員に対し、定期的なコンプライアンス研修を実施しております。また、問
題の早期発見・未然防止を図るため、内部通報窓口をコンプライアンス委員会に設置して
おります。

②　取締役の職務の執行について
　当事業年度において、取締役会を14回開催したほか、取締役会決議があったものとみ
なす書面決議を７回行い、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するよう
監督を行いました。
　また、重要な課題及び問題点を議論し、具体的な業務執行について報告・協議を行う執
行役員会を12回開催し、業務執行の適正性及び効率性を確保しております。

③　リスクマネジメント体制の構築について
　リスクの予防及び迅速な対応のため、リスクマネジメント規程を制定し、リスクマネジ
メント委員会を定期的に開催しております。

④　グループ管理体制について
　子会社については内部監査人の監査結果報告、子会社取締役の活動報告及び当社の子会
社管理責任者の管理状況報告を取締役会で定期的に受け、子会社の重要事項に関する適時
適正な取締役会の監視・監督機能強化に努めております。

⑤　監査役の職務の執行について
　当事業年度において、監査役会を13回開催し、経営の妥当性、効率性、コンプライア
ンス等に関して幅広く審議、検証し、適宜助言や提言を行いました。
　常勤監査役は、取締役会のほか執行役員会等の社内の重要会議に出席するとともに、取
締役等から直接業務執行の状況について聴取を行い、経営監視機能の改善強化に向けて意
見交換を行いました。
　その他、会計監査人、内部監査人、社外取締役等とも定期的に会合の機会を持ち連携を
深めるよう努めました。
　また、監査役の指示に基づいて業務を行う監査役スタッフを２名配置しております。
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連結注記表
１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

⑴　連結の範囲に関する事項
連結子会社の数　　６社
連結子会社の名称　Fixstars Solutions, Inc.
　　　　　　　　　株式会社Fixstars Autonomous Technologies
　　　　　　　　　株式会社スリーク
　　　　　　　　　Sleeek, Inc.
　　　　　　　　　株式会社Smart Opinion
　　　　　　　　　オスカーテクノロジー株式会社

⑵　持分法の適用に関する事項
　該当事項はありません。

⑶　連結の範囲及び持分法の適用の範囲の変更に関する注記
　当連結会計年度より、Sleeek, Inc.及び株式会社Smart Opinionは新たに設立した
ため、オスカーテクノロジー株式会社は株式を取得したため連結の範囲に含めており
ます。

⑷　連結子会社の事業年度等に関する事項
　全ての連結子会社の決算日は、連結決算日と一致しております。

⑸　会計方針に関する事項
①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券
・子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法
・その他有価証券

時価のあるもの
　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法に
より処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される
決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額
で取り込む方法によっております。
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ロ．たな卸資産
・商品・製品・原材料

移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・仕掛品
個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ．有形固定資産（リース資産を除く）

ａ．当社及び国内子会社
・建物（建物附属設備を除く）

定額法
・建物以外

2007年３月31日以前に取得したもの・・・旧定率法
2007年４月１日以降に取得したもの・・・定率法
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備・・・定額法

ｂ．海外子会社
定額法

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。
建物　　　　　　　　　　　２～７年
工具、器具及び備品　　　　２～10年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）
　市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売金額を基準として販売金額
に応じた割合に基づく償却額と販売可能期間（３年）に基づく定額償却額のいず
れか多い金額をもって償却しております。
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基
づく定額法によっております。

ハ．リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
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③　重要な引当金の計上基準
イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。なお、当連結会計年度における計上額はありません。

ロ．賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当連結会
計年度負担額を計上しております。

④　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差
額は損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債は、連結決
算日の直物為替相場により円貨に換算し、収益及び費用は期中平均相場により円貨
に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑤　のれんの償却方法及び償却期間
　のれんの償却については、その効果が発現すると見積もられる期間（４年～10
年）で均等償却しております。

⑥　その他連結計算書類の作成のための重要な事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（連結貸借対照表）

　前連結会計年度まで流動資産に表示しておりました「商品及び製品」「仕掛品」は、
連結貸借対照表の明瞭性を高めるため、当連結会計年度より「たな卸資産」として一
括掲記し、その内訳を注記事項に記載する方法に変更しております。

（連結損益計算書）
　前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました「助成金
収入」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しました。なお、
前連結会計年度の「助成金収入」は180千円であります。
　前連結会計年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示しておりました「支払手
数料」は、金額的重要性が増したため、当連結会計年度より区分掲記しました。なお、
前連結会計年度の「支払手数料」は659千円であります。
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３．追加情報
新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響に関する会計上の見積り

　当社グループでは、繰延税金資産の回収可能性、固定資産の減損会計等の会計上の
見積りについて、連結財務諸表作成時点において入手可能な情報に基づき実施してお
ります。新型コロナウイルス感染症につきましては、現時点において当社グループの
事業及び業績に重要な影響を及ぼすものではありませんが、収束時期等については不
確定要素が多く、引き続き今後の動向を注視してまいります。

４．連結貸借対照表に関する注記
たな卸資産の内訳
　仕掛品　　　4,077千円

５．連結損益計算書に関する注記
減損損失
　当連結会計年度において、以下の資産グループについて減損損失を計上しております。

場所 用途 種類 減損損失

東京都品川区 オスカーテクノロジー株式会社 のれん 49,289千円

東京都品川区 株式会社スリーク のれん 36,783千円

⑴　資産のグルーピングの方法
　減損損失の算定にあたっては、概ね独立したキャッシュ・フローを生み出す最小の
単位にて資産のグルーピングを行っております。のれんについては、会社単位でグル
ーピングしております。

⑵　減損損失の認識に至った経緯
　オスカーテクノロジー株式会社においては株式取得時に、株式会社スリークにおい
ては事業譲受時に超過収益力を前提としたのれんを計上しておりましたが、事業計画
の見直しを行った結果、当初想定していた収益の達成は困難であると判断したことか
ら、減損損失を認識しております。

⑶　回収可能価額の算定方法
　のれんの回収可能価額は使用価値により測定し、将来キャッシュ・フローがマイナ
スであると見込まれることから、使用価値は零として評価しております。
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６．連結株主資本等変動計算書に関する注記
⑴　当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

株 式 の 種 類 当連結会計年度
期 首 の 株 式 数

当連結会計年度
増 加 株 式 数

当連結会計年度
減 少 株 式 数

当連結会計年度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 33,610,000株 7,500株 －株 33,617,500株

（注）普通株式の発行済株式総数の増加7,500株は、新株予約権の権利行使による増加で
あります。

⑵　剰余金の配当に関する事項
①　配当金支払額等

決 議 株 式 の
種 類

配 当 金 の
総 額
( 千 円 )

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2019年12月19日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 247,704 7.5 2019年９月30日 2019年12月20日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度になるもの

決 議 予 定 株 式 の
種 類

配 当 の
原 資

配 当 金 の
総 額
（ 千 円 ）

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効力発生日

2020年12月17日
定 時 株 主 総 会 普通株式 利益剰余金 196,728 6.0 2020年９月30日 2020年12月18日

⑶　当連結会計年度の末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していない
ものを除く）の目的となる株式の種類及び数

普通株式 17,500株
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７．金融商品に関する注記
⑴　金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針
　当社グループは長期的な事業投資等の資金調達については、銀行からの借入や社
債発行により調達を行う方針にしております。短期的な運転資金については、必要
に応じ銀行借入による調達を行う方針にしております。また、デリバティブ取引は、
リスクを回避するための利用を含め、必要に応じて検討する方針であります。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク
　営業債権である電子記録債権及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。
　投資有価証券は、投資事業有限責任組合への出資であり、組入れられた株式の発
行体の経営状況並びに財務状況の変化に伴い出資元本を割り込むリスクに晒されて
おります。
　敷金及び保証金は、主に建物賃借時に差し入れているものであり、差入先の信用
リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが１カ月以内の支払い期日であり、資金
調達に係る流動性リスクに晒されております。
　長期借入金は中長期的な運転資金であり、その一部は変動金利での借入のため金
利の変動リスクに晒されております。

③　金融商品に係るリスク管理体制
　当社グループは、与信管理規程に従い、営業債権並びに敷金及び保証金について、
取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、取引先の状況を定期的にモニタ
リングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っております。
　投資有価証券については、投資事業有限責任組合の決算書等により定期的に財務
状況等を把握しております。
　買掛金については、資金計画表を作成する等の方法により管理を行っております。
　長期借入金については、市場の金利動向をモニタリングしております。

④　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合
理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を
織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動す
ることがあります。
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⑵　金融商品の時価等に関する事項
　2020年９月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について
は次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの
は、次表には含めておりません。

（単位：千円）

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 5,593,009 5,593,009 －

(2) 電 子 記 録 債 権 282,813 282,813 －

(3) 売 掛 金 1,644,373 1,644,373 －

(4) 敷金及び保証金（※１） 336,995 338,240 1,244

資産計 7,857,191 7,858,436 1,244

(5) 買 掛 金 160,392 160,392 －

(6) 長 期 借 入 金 （ ※ ２ ） 3,677,213 3,676,011 △1,202

負債計 3,837,605 3,836,403 △1,202

※１　「連結貸借対照表計上額」及び「時価」には、敷金の回収が最終的に見込めないと
認められる部分の未償却残高を含んでおります。また、１年内に回収予定の敷金及
び保証金を含んでおります。

※２　１年内に返済予定の長期借入金を含んでおります。

（注）１．金融商品の時価の算定方法
（資産）
(1) 現金及び預金、(2) 電子記録債権、(3) 売掛金

　これらは、短期間に決済される性格のものであるため、時価は帳簿価額にほ
ぼ等しいと言えることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 敷金及び保証金
　敷金及び保証金の時価については、その将来キャッシュ・フローを適切な指
標に基づく利率で割り引いた現在価値によっております。
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（負債）
(5) 買掛金

　買掛金については、短期間に決済される性格のものであるため、時価は帳簿
価額にほぼ等しいと言えることから、当該帳簿価額によっております。

(6) 長期借入金
　長期借入金の時価については、固定金利によるものは元利金の合計額を新規
に同様の借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定
しております。変動金利によるものは短期間で市場金利を反映することから、
時価は帳簿価額と近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっており
ます。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
　投資事業有限責任組合への出資（連結貸借対照表計上額48,625千円）について
は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、
時価開示の対象とはしておりません。

３．金銭債権の決算日以降の償還予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超

現金及び預金 5,593,009 － －

電子記録債権 282,813 － －

売掛金 1,644,373 － －

敷金及び保証金 151,191 － 185,804

合計 7,671,386 － 185,804

４．長期借入金の決算日以降の返済予定額
（単位：千円）

１年以内 １年超５年以内 ５年超

長期借入金 795,996 2,881,217 －

合計 795,996 2,881,217 －

８．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 104円60銭
⑵　１株当たり当期純利益 20円24銭
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９．企業結合等に関する注記
取得による企業結合

連結子会社である株式会社スリークによる事業の譲受
⑴　企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　　Sider株式会社
取得した事業の内容　コードレビュー自動化ツール「Sider」事業

②　企業結合を行った主な理由
　当社連結子会社である株式会社スリークは、AIによるソフトウェア開発マネ
ジメントサービス「Sleeek」を提供しております。「Sleeek」のさらなる機能
強化及び事業化の加速を目指し、Sider株式会社よりコードレビュー自動化ツー
ル「Sider」事業を譲り受けることといたしました。

③　企業結合日　　　　　　2019年10月31日
④　企業結合の法的形式　　現金を対価とする事業譲受
⑤　結合後企業の名称　　　変更ありません。
⑥　取得企業を決定するに至った主な根拠

株式会社スリークが現金を対価として事業を譲り受けたためであります。

⑵　連結計算書類に含まれる取得した事業の業績の期間
2019年10月31日～2020年９月30日

⑶　取得した事業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
当事者間の合意により、非開示とさせていただきます。

⑷　主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用等　2,800千円

⑸　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額　　49,044千円
②　発生原因

今後の事業展開により期待される超過収益力であります。
③　償却方法及び償却期間　　４年間にわたる均等償却

⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
当事者間の合意により、非開示とさせていただきます。

⑺　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年
度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法
当該影響の概算額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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オスカーテクノロジー株式会社の株式取得
⑴　企業結合の概要

①　被取得企業の名称及びその事業の内容
被取得企業の名称　　オスカーテクノロジー株式会社
事業の内容　　　　　ソフトウェアの並列化サービス・コンサルティング

②　企業結合を行った主な理由
　両社のソフトウェア技術を融合し、さらなる高速化・省電力化ソリューショ
ンを提供するべく、オスカーテクノロジー社の株式を取得し、子会社化するこ
とといたしました。

③　企業結合日
2020年３月30日（株式取得日）
2020年３月31日（みなし取得日）

④　企業結合の法的形式　　現金を対価とする株式取得
⑤　結合後企業の名称　　　変更ありません。
⑥　取得した議決権比率　　取得後の議決権比率　52.88％
⑦　取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価として株式を取得したためであります。

⑵　連結計算書類に含まれる被取得企業の業績の期間
2020年４月１日～2020年９月30日

⑶　被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳
当事者間の合意により、非開示とさせていただきます。

⑷　主要な取得関連費用の内訳及び金額
アドバイザリー費用等　2,300千円

⑸　発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間
①　発生したのれんの金額　　51,883千円
②　発生原因

今後の事業展開により期待される超過収益力であります。
③　償却方法及び償却期間　　10年間にわたる均等償却

⑹　企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳
当事者間の合意により、非開示とさせていただきます。
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⑺　企業結合が連結会計年度の開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年
度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額及びその算定方法

売上高　　　　　48,362千円
営業利益　　　△56,943千円
（概算額の算定方法）

　企業結合が連結会計年度開始の日に完了したと仮定して算定された売上高
及び損益情報と、取得企業の連結損益計算書における売上高及び損益情報と
の差額を、影響の概算額としております。なお、当該注記は監査証明を受け
ておりません。

10．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

⑴　資産の評価基準及び評価方法
①　有価証券

・子会社株式及び関連会社株式
移動平均法による原価法

・その他有価証券
時価のあるもの

　決算期末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は全部純資産直入法によ
り処理し、売却原価は移動平均法により算定)を採用しております。

時価のないもの
移動平均法による原価法
　なお、投資事業有限責任組合への出資については、組合契約に規定される決
算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取
り込む方法によっております。

②　たな卸資産
・商品・製品・原材料

移動平均法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

・仕掛品
個別法による原価法
（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

⑵　固定資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）

・建物（建物附属設備を除く）
定額法

・建物以外
2007年３月31日以前に取得したもの・・・旧定率法
2007年４月１日以降に取得したもの・・・定率法
2016年４月１日以降に取得した建物附属設備・・・定額法
なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物　　　　　　　　　　　２～７年
工具、器具及び備品　　　　２～10年
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②　無形固定資産（リース資産を除く）
　市場販売目的のソフトウェアについては、見込販売金額を基準として販売金額に
応じた割合に基づく償却額と販売可能期間（３年）に基づく定額償却額のいずれか
多い金額をもって償却しております。
　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づ
く定額法によっております。

③　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　引当金の計上基準
①　貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権など特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込
額を計上しております。なお、当事業年度における計上額はありません。

②　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度
負担額を計上しております。

⑷　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

２．表示方法の変更に関する注記
（貸借対照表）

　前事業年度まで流動資産に表示しておりました「商品及び製品」「仕掛品」は、貸
借対照表の明瞭性を高めるため、当事業年度より「たな卸資産」として一括掲記し、
その内訳を注記事項に記載する方法に変更しております。

３．追加情報
連結注記表（追加情報）に記載しているため、注記を省略しております。
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４．貸借対照表に関する注記
⑴　たな卸資産の内訳

仕掛品 3,520千円

⑵　関係会社に対する金銭債権、債務
金銭債権 46,038千円
金銭債務 35,352千円

５．損益計算書に関する注記
⑴　関係会社との取引高

営業取引による取引高
売上高 305,250千円
仕入高 64,542千円

営業取引以外の取引高 44,073千円

⑵　研究開発費の総額
一般管理費に含まれる研究開発費 63,833千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株 式 の 種 類 当 事 業 年 度
期首の株式数

当 事 業 年 度
増 加 株 式 数

当 事 業 年 度
減 少 株 式 数

当 事 業 年 度
末 の 株 式 数

普 通 株 式 582,710株 268,849株 22,100株 829,459株

（注）１．普通株式の自己株式の増加268,849株のうち49株は単元未満株式の買取請求、
268,800株は2020年４月１日開催の取締役会決議に基づく自己株式の取得に
よるものであります。

２．普通株式の自己株式の減少22,100株は、譲渡制限付株式報酬としての処分によ
るものであります。
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７．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 19,785千円
一括償却資産償却限度超過額 6,989千円
未払事業税 16,342千円
子会社株式評価損 189,135千円
法定福利費 2,966千円
減価償却超過額 13,699千円
株式報酬費用 7,496千円
その他 9,435千円
繰延税金資産小計 265,852千円
評価性引当額 △189,135千円

繰延税金資産合計 76,717千円
繰延税金資産の純額 76,717千円

８．関連当事者との取引に関する注記
子会社及び関連会社等

種 類 会 社 等 の 名 称 議決権等の所有
（被所有）割合 関連当事者との関係 取引内容 取 引 金 額

（千円） 科 目 期 末 残 高
（千円）

子 会 社
株式会社
Fixstars 
Autonomous 
Technologies

所有
　直接 66.6％

労働者派遣
ソフトウェアの
開発受託
管理業務の受託
出向者の転出
経費等の立替
役員の兼任

業務受託料 21,117 その他
流動資産 3,927

取引条件及び取引条件の決定方針等
（注）１．取引内容及び取引金額を除く項目は、期末日現在のものを記載しております。

２．労働者派遣については、他の派遣先との取引価格を参考にしてその都度交渉の
上、決定しております。

３．ソフトウェアの開発受託については、他の販売先との取引価格を参考にしてそ
の都度交渉の上、決定しております。

４．管理業務の受託については、業務内容を勘案し契約により決定しております。
５．出向については、出向に関する覚書に基づき、出向者に係る人件費相当額を受

け入れております。
６．経費等の立替は、諸経費の支払を親会社が立替したものであります。
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９．１株当たり情報に関する注記
⑴　１株当たり純資産額 91円30銭
⑵　１株当たり当期純利益 16円13銭

10．企業結合等に関する注記
連結注記表（企業結合等に関する注記）に記載しているため、注記を省略しております。

11．重要な後発事象に関する注記
該当事項はありません。

－ 21 －


